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Ⅳ-3. 浮遊幼生の移動特性を踏まえた効果的な基盤の配置手法の開発・実証 

1.  沖縄沿岸海域における開発・実証 

1.1 シミュレーションモデルの構築 

 

実証海域において、サンゴ浮遊幼生の面的拡散シミュレーションモデルを構築し、幼生

放流、拡散範囲を予測して、効率的・効果的な実証試験計画を行い、流況観測結果や幼生

放流試験結果について、モデル精度検証を行い、事業展開に向けてシミュレーションモデ

ルの精度向上を図った。 

本年度の取り組み内容を以下に示す。 

・令和 3 年度放流試験についての再現結果では、着底場所に差異が見られ、沈降速度試験

等によりパラメータを見直し、再現性の向上を図ることが課題であり、その対応を行う。 

・実海域におけるサンゴ幼生拡散実証試験を通して、拡散シミュレーションモデルの改良・

検証を行い、幼生着床範囲の再現予測の確率 90％程度を目標としたシミュレーションモ

デル（沖縄沿岸モデル）を完成させる。 

 

※図の■と▲の配置計画を行うためのシミュレーションモデルを構築した 

図-Ⅳ.3.1.1.1 サンゴ浮遊幼生の面的拡散イメージ 
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① 実証海域において、海域特性データ（海底地形、流況・風況）及び放流試験結果幼

生の鉛直分布特性等を取得して、シミュレーションの検証データとした。 

② シミュレーションモデルを構築した。モデルの概要を表-Ⅳ.3.1.2.1 に示す。 

③ 事業年度ごとに実施する、実証試験結果をもとに、シミュレーションモデルの精度

を検証し、予測精度の向上を図る。 

 

表-Ⅳ.3.1.1.1 シミュレーションモデルの概要 

モデルの種類 モデルの特徴 再現検証内容 

流動モデル 潮流、吹送流(風による流れ)、

海浜流、海流、外洋性のうねり

を考慮 

現地で、サンゴ産卵、幼生放流前後の

期間に 15昼夜観測した表層、（深い

箇所では中層）、底層における流向・

流速を再現する。 

浮遊幼生 

移動モデル 

・サンゴ幼生を粒子に見たて

て、流動モデルで計算された

流れに沿って、粒子（幼生）

を追跡 

・浮遊幼生の鉛直移動を考慮 

・実証試験の幼生放流後の着底範囲と

着底量を再現、検証する。  
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流動モデルの概要を表-Ⅳ.3.1.2.2 に示す。 

 

表-Ⅳ.3.1.1.2 流動モデルの概要 

項目 内容 

計算モデル ２次元多層非定常モデル（10 層） 

 運動方程式（ナビエ・ストークスの運動方程式） 

質量保存則による連続の式 

海浜流 DELFT-3D 波浪モデルにより波浪再現計算を行い、radiation stress の計算

結果を流動モデルに与え、海浜流を再現 

恒流 外洋域の恒流の考慮（領域１外部境界に水位偏差として与えた） 

計算範囲 石垣島周辺（65km×60km） 

格子分割・格子間隔 500m（領域 1）、250m（領域 2）、50m（領域 3）、10m（領域 4）の可変格子と

し、実証試験海域の格子を密に設定 

潮位変動 上記、恒流に含める形で与えた 

海上風 気象庁・伊原間観測所の風況観測データ 

外洋性 

うねり 
NCEP－FNL データを最も外側領域に入力 

海底地形 領域１：日本海洋データセンター（JODC） 

     500m メッシュ水深データ 

領域２～４：上記 JODC データに加え、湾内の水深データは ALB 海底地形

データ（アジア航測（株））を各格子のデータに変換 
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流動モデルの計算範囲と講師間隔を下図に示す。領域は 4 つに分けられ、１～４の

順に格子間隔が、それぞれ 500m、100m、50m、10m と細かくなり、ネスティング手

法により計算される。 

 

図-Ⅳ.3.1.1.2 流動モデルの計算範囲と格子間隔 

 

①支配方程式 

流動モデルは、運動方程式（ナビエ・ストークスの運動方程式）、質量保存則による

連続の式により計算した。 

 

 
 

ここで、ηは静水面からの平均水位の高さ、ℎは静水時の水深、 𝑢 , 𝑣 は流れの𝑥 , 𝑦 

成分、𝐹௫, 𝐹௬は底面摩擦項、𝑀௫, 𝑀௬は水平拡散項、𝑓はコリオリパラメータ、 𝑔は重力

加速度を示す。 

 

 

海浜流の計算におけるラディエーションストレス項は以下の式で計算した。 

𝜕𝜂

𝜕𝑡
+

𝜕[(ℎ + 𝜂)𝑢]

𝜕𝑥
+

𝜕[(ℎ + 𝜂)𝑣]

𝜕𝑦
= 0 

𝜕𝑢

𝜕𝑡
+ 𝑢

𝜕𝑢

𝜕𝑥
+ 𝑣

𝜕𝑣

𝜕𝑦
+ 𝐹௫ − 𝑀௫ + 𝑊௫ − 𝑓𝑣 + 𝑔

𝜕𝜂

𝜕𝑥
= 0 

𝜕𝑣

𝜕𝑡
+ 𝑢

𝜕𝑣

𝜕𝑥
+ 𝑣

𝜕𝑣

𝜕𝑦
+ 𝐹௬ − 𝑀௬ + 𝑊௬ − 𝑓𝑢 + 𝑔

𝜕𝜂

𝜕𝑦
= 0

実証海域： 

浦底湾及び 

崎枝湾 
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𝑅௫ =
1

𝜌(ℎ + 𝜂)
+ ቆ

𝜕𝑆௫௫

𝜕𝑥
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𝜕𝑆௫௬

𝜕𝑦
ቇ 

𝑅௬ =
1

𝜌(ℎ + 𝜂)
+ ቆ

𝜕𝑆௬௫

𝜕𝑥
+

𝜕𝑆௬௬

𝜕𝑦
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②流動モデルへの海浜流及び外洋性うねりの組み込み 

海浜流及び外洋域のうねりを考慮した流速場を再現するため、DELFT-3D 波浪モデ

ルにより波浪再現計算を行い、ラディエーションストレスの計算結果を流動モデルに

与えた。 

表-Ⅳ.3.1.1.3 海浜流モデル及び計算条件 

項 目 内  容 

波浪モデル Delft-3D Wave（SWAN) 

入力データ ・風データ NCEP 海上風データ 

・海底地形 

 流動モデルと同様 

 外洋域は E-TOPO1 の海底地形を使用（外洋性うねりを考慮するため） 

 

波浪モデルの計算結果例（2019 年 5 月 23 日：崎枝湾放流日）を図-Ⅳ.3.1.2.3 に示

す。 

放流日の平均風速は 2.3m/s、最多風向は東北東であった。最も有義波高が高かった

時刻は 18 時で、沿岸域で概ね 0.1m 程度であった。 

 

 

風速ベクトル 

 

波向ベクトル 

図-Ⅳ.3.1.1.3 波浪モデルによる有義波高分布の計算結果例 

  

石垣島 石垣島 
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サンゴ幼生は、海域の流れ、自律移動（繊毛運動）、沈降速度で水平・鉛直方向へ移

流すると考えられる。サンゴ幼生の移動を再現するモデル（以下、浮遊幼生移動モデル）

を用いて、再現計算を行った。 

浮遊幼生移動モデルの概要を表-Ⅳ.3.1.2.4、図-Ⅳ.3.1.2.6 に示す。 

 

表-Ⅳ.3.1.1.4 浮遊幼生移動モデルの概要 

項目 内容 

計算モデル オイラー・ラグランジェ法による粒子追跡法 

計算範囲 幼生放流試験海域周辺 

流速 流動モデル計算結果を用いた 

自律移動速度 昨年度の幼生放流試験の拡散、着底状況から設定した値を用いた 

自律移動速度±0.1cm/s(6 割沈降・4 割上昇) 

水平拡散係数 幼生放流試験の拡散、着底状況から設定した（2×10-3/s） 

着底条件 限界掃流力理論に基づく着底判定を行った。 

（海底上の流れによる掃流力と粒子の抵抗力の大小関係で粒子が着底す

るか流れ去るかを判定） 

 

 

図-Ⅳ.3.1.1.4 浮遊幼生移動モデルの概要  

計算項目流動モデル
計算項目

流向・流速計算

自律移動

幼生の水平移動

流動モデル計算に
必要な情報

海底地形

潮汐，風況

粒子追跡計算に必要な情報（幼生保持タイプの場合）

放流地点・高さ（初期位置）幼生放流日（計算開始日）

放流幼生数(放出粒子数） 着底条件（着底判定）

幼生の鉛直移動

波浪，恒流

拡散係数
着底
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モデルは、オイラー・ラグランジェ法による粒子追跡法により仮想粒子の産卵場から

着底場までの移流過程を、前章の流動モデル計算結果を用いて計算した。 

 

 
 

ここで、u, v, w は、それぞれ時刻 t における東西、南北の水平流速と鉛直流速を示

し、流動モデルの計算結果から、仮想粒子位置の流速を求め、入力した。また、uS, vS, 

wS は、それぞれ東西、南北および鉛直方向の自律移動速度を示す。  

𝑥௧ା∆௧ = 𝑥௧ + 𝑢∆𝑡 +
1

2
∆𝑡ଶ(𝛻𝑢)𝑢 + 𝑢ௌ∆𝑡 

𝑦௧ା∆௧ = 𝑦௧ + 𝑣∆𝑡 +
1

2
∆𝑡ଶ(𝛻𝑣)𝑣 + 𝑣ௌ∆𝑡 

𝑍௧ା∆௧ = 𝑍௧ + 𝑤∆𝑡 + 𝑤௦∆𝑡 



Ⅳ-3-1-1-9 
 

 

〇幼生の沈降速度 

昨年度の断続的放流試験結果について、放流前後の幼生数を計測し、放流時間から沈

降速度を算出したところ、D2 での沈降速度は 0.25cm/s、D3 での沈降速度は 0.31cm/s

であった。また、今年度は着底前の浮遊幼生を用いた室内実験により、時間当たりの放

流量からみた沈降速度は 0.22～0.31cm/s であり、昨年度断続的放流試験結果から算出

した沈降速度と同程度であった。 

 

表-Ⅳ.3.1.1.5 室内実験による沈降速度算出結果 

 
 

そこで、昨年度に行った断続的移動放流試験結果について、沈降速度についての感度

解析を行い再現性の高い計算条件を抽出した。感度計算ケースを表-Ⅳ.3.1.2.6 に示す。 

 

表-Ⅳ.3.1.1.6 仮想粒子の放流数 

計算条件 沈降速度 
放流開始後の時間経過と放流数（放流回数） 

D1 D2 D3 D4 

R3d 条件 0.22cm/s 同時放流 同時放流 同時放流 同時放流 

Case1 0.22cm/s 
5 分ごとに 8.7 万 

(7 回放流) 

5 分ごとに 12.3 万 

(3 回放流) 

5 分ごとに 27.8 万 

(4 回放流) 

5 分ごとに 6.9 万 

（7 回放流） 

Case2 0.31cm/s 
5 分ごとに 12.2 万 

(5 回放流) 

5 分ごとに 12.3 万 

(3 回放流) 

5 分ごとに 27.8 万 

(4 回放流) 

5 分ごとに 9.6 万 

(5 回放流) 

放流高さ（ｍ） 2.1m 1.2m 2.1m 1.8m 

 

  

ケース 開始時刻
放流時間
(sec)

筒内残り
幼生数(個体)

放流幼生数
(個体)

沈降速度
(cm/sec)

CASE-1-1 10:30 45 34 66 0.29
CASE-1-2 11:31 45 35 65 0.29
CASE-1-3 12:25 45 30 70 0.31
CASE-1-4 13:59 45 37 63 0.28
CASE-1-5 15:28 45 36 64 0.28
CASE-2-1 16:31 45 46 54 0.24
CASE-2-2 17:30 45 45 55 0.24
CASE-2-3 18:40 45 51 49 0.22
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計算結果を図-Ⅳ.3.1.2.7 に示す。R3d 計算結果（同時放流）に比べ、Case1（時間経

過ごとの放流数を与えた計算）では、やや北側へ広く拡散する傾向が見られ、現地調査

結果に傾向が近づいた。したがって、時間経過ごとの放流数を与えた計算を行うことに

より、拡散範囲の精度が向上すると考えられた。  

D3 や D4 で放流地点北東～東側の浅瀬に拡散する傾向が計算では再現できていない。

この違いについては、現地での凹凸の微地形や、シミュレーション上での幼生移動の計

算方法が影響していると考えられる。 

 

 
図-Ⅳ.3.1.1.5 R3 年度の再現計算検証結果①（断続移動式放流） 

 

次に沈降速度についての感度解析結果を考察する。Case2 においても、R3d 再現結果

よりもやや北側へ広く拡散したが、Case1 よりも拡散範囲が狭くなる傾向であった。 

現時点では沈降速度は 0.22cm/s 程度の、既往の現地実証、室内試験で得られた低い

ほうの速度を用いると比較的再現性が良くなる傾向であった。 

 

 

図-Ⅳ.3.1.1.6 R3 年度の再現計算検証結果②（断続移動式放流） 
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〇幼生の鉛直方向への移動計算方法 

シミュレーションモデルにおいて、幼生の 3 次元的な位置を計算する場合、水平流

速によって 1 秒後の水平位置を計算している。この際、海底地形が急峻な場所では、下

図のように海底面下に移動している場合がある。この際、幼生の鉛直位置は海底上

10cm として計算していた。 

これまでの計算方法では、必ず流れが弱い海底上 10cm に移動させていたため、幼生

が急峻な地形でトラップされ、乗り越えて拡散することができないと考えられる。そこ

で、水平移動により海底面下へめり込む場合は、海底地形に沿って移動し、移動後に沈

降速度により降下するような計算方法を検討した。 

これまでの計算方法を Case01 とし、新たな計算方法を Case02 とし、結果を比較し

た。 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.1.1.7 幼生の鉛直方向への移動計算方法概要 

  

海底面

①水平位置は変えず、海底上
10cmまで持ち上げる。

海底面

②最初の海底面からの高さを
変えずに水平移動させ、その
後、沈降させる。
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令和 3 年度断続移動放流について再現計算を行った。Case01 では D1 や D4 の北側に

世末井は移流しなかったが、Case02 では、放流場所北～北東側に比較的多く着底する

傾向が見られた。また、Case02 の計算結果は、放流場所の 北側、東～南側に比較的多

く着底する傾向が見られた。 

観測結果では 45 箇所、計算結果では 59 か所に 100 個/m2 以上の幼生が着底した。

Case02 計算結果について F スコアによる評価を行ったところ、適合率：99.5% 再現

率：85.0% F 値：0.92 となった。 

※ 適合率：着床すると予測した着床具のうち、実際に着床していた着床具の割合 

※ 再現率：実際に着床していた着床具のうち、着床すると予測した着床具の割合 

※ F スコア：再現率と適合率の調和平均で、1に近いほど良い結果を表す。 

 

 

図-Ⅳ.3.1.1.8 R3 年度再現計算結果 
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令和 2年度断続移動放流について再現計算を行った。試験結果は、放流場所の 岸側

に多く着底する傾向が見られた。また、海底地形の山部に多く、谷部に少ない傾向が見

られた。計算結果では、放流場所の岸側に多く着底する傾向が見られた。また、観測結

果ほど顕著ではないが、海底地形の山部に多く、谷部に少ない傾向が見られた。 

結果について Fスコアによる評価を行ったところ、適合率：83.6% 再現率：100.0% 

F 値：0.91 となった。 

また、計算結果と観測結果について、着底しなかった場所について再現率を計算した

ところ、適合率は 91%、再現率は 33%であり、F値は 0.5 であった。 

 

 

図-Ⅳ.3.1.1.9 R2 年度再現計算結果 
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浮遊幼生移動モデルは、下表の計算条件について現地調査結果等に基づき構築を行

ってきた。 

現地調査結果との比較を行い、適合率：83.6～99.5% 再現率：85.0～100.0% F

値：0.91～0.92 の再現性を得た。 

 

今後は、本モデルの計算条件を沖ノ鳥島における浮遊幼生移動モデルに適応する。

また、沖ノ鳥島海域における浮遊幼生移動モデルの計算条件において、再検討すべき

課題が出た場合は、これまでの沖縄沿岸海域における現地試験結果を使いながら検討

を進める。 

 

表-Ⅳ.3.1.1.7 沖縄沿岸域の流動モデル・浮遊幼生移動モデルの計算条件のまとめ 

検討項目 内 容 

海底地形データ 
ALB 海底地形データにより、湾内の詳細な地形データ（10m メッシュ）を

モデルに組み込んだ。 

海浜流の考慮 
サンゴの生息する浅海域における流況観測を行い、海浜流を再現する流動

モデルに組み込んだ。 

自律移動 現地調査結果を基に、浮遊幼生の日周鉛直移動をモデルに組み込んだ。 

沈降速度 
現地調査結果および室内実験結果を基に、浮遊幼生の沈降速度をモデルに

組み込んだ。 

水平拡散係数 
現地調査結果を基に、水平拡散係数に関する感度解析を行い、モデルに組

み込んだ。 

着底条件 海底面せん断応力による判定をモデルに組み込んだ。 
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2. 沖ノ鳥島海域における開発・実証 

2.1 ハビタットマップの確認と適地選定 

 

 サンゴ幼生供給基盤（サンゴ産卵ファーム）は、供給される幼生が広範囲に着生できる

よう、適切な場所を選定し、配置する必要がある。 

 「改訂 有性生殖によるサンゴ増殖の手引き（平成３１年３月）」に基づき、現地調査

による最新の水温観測データ、定点の天然サンゴ被度データ、移植サンゴの生残・成育状

況の収集、外力条件に基づく面的拡散シミュレーションに基づき、幼生の集まりやすい場

所及び成育適地に供給可能な場所を把握し、実証実験計画の立案に資するハビタットマ

ップを改訂する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.1 ハビタットマップ改訂のイメージ 

 

  



Ⅳ-3-2-1-2 
 

 

・最新の衛星画像により、面的なサンゴ分布の現状把握、情報を更新する。 

・令和 4 年度沖ノ鳥島調査による水温、定点の天然サンゴ被度、移植サンゴの生残・成

育状況の収集、情報を更新する。 

・モデル改良結果による幼生の集まりやすい場所及び成育適地に供給可能な場所を把握

する。 

・実証実験計画の立案に資するハビタットマップを検討、確認する。 

・現時点で想定される実証試験候補地におけるリモコンボートによる地形測量による地

形・サンゴ等の詳細把握、次年度実証試験箇所を選定する。 

 

 

 

 最新の 2022 年の衛星画像を入手し、「改訂 有性生殖によるサンゴ増殖の手引き（平

成３１年３月）」の【技術ノート２】衛星画像によるサンゴ被度分布解析手法に基づき、

被度分布解析を行い、2017 年の被度分布図と比較した。 

 被度が高くなっているのは、礁内中央部の 5～20%以上の範囲と南東部の一部であり、

礁内中央を囲む外側のエリアは被度が減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.2 2017 年と 2022 年の衛星画像とサンゴ被度解析結果 

 

※2022 年 9 月検索時点で、2021～2022 年で礁内全域に雲、波のかかっていない衛星画像は存在しなかった。 
 上記の画像が最新かつ最も雲のない画像。 
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図-Ⅳ.3.2.1.3 サンゴ被度差分図（上図：2017 年～2022 年比較） 

凡 例 

増
加 

減
少 

サンゴ被度(100m メッシュ内)差分図 

2017 年～2022 年比較 
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2022 年までの定点調査より、ミドリイシ属が確認されるのは礁池内中央（L5-1）の

みであり、本年は昨年度より 30％程度被度が高くなり、2013 年度以降はミドリイシ属

の被度は増加傾向。 

東側及び西側では、若干被度が高くなっているが、10%未満と被度が低く推移してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.4 衛星画像被度判読によるサンゴ被度分布 
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2014 年～2017 年に中間育成施設から天然ノルに移植した稚サンゴの生残率の 2022

年までの推移を整理した。その結果、島の東側の A3・A4 ノルで生残率が低く、中央部

の A10 ノルでの生残率が高い傾向を示した。 

また、2017 年の生残率の低下が大きく、2019 年から 2021 年にかけては移植サンゴ

の死滅は少ない傾向が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.5 移植サンゴの生残率の推移 
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礁内の成育環境について、水温が 30℃を超える日数について検討した。 

2014～2020 年の各年平均値は 2016 年、2017 年夏期の高水温の影響より 30℃を超

える日数が倍程度多くなっている。 

礁池内観測地点の日平均 30℃超過日数は、礁内中央から西側で多くなる傾向は変わ

らない。 

礁池内東側の流れは西、南西向きが卓越しており、礁内に流入した海水が礁内中央部

や、西側で滞留しつつ礁外へ抜けるまでに水温が上昇するためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.6 水温定点観測結果平面分布 

 

⇒本年度までの調査の結果、礁内全域が高水温となっている傾向であり、礁池内の相対的

なサンゴ成育、生残状況、水温の傾向に変化はみられなかった。 
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 沖ノ鳥島の流れは、基本的に波浪に起因し、そのほか礁外の流れ（海流）や吹送流も

卓越し、その時の気象・海流状況に左右されるため、サンゴ産卵時期は毎年一様な流況

とはなっていない。 

 地形の起伏が大きい場所（中央より西側）では、流れの方向が一定ではなく、局所的

な地形の影響を受けていると推察される。 

 地形の起伏が小さい場所（中央より東側）では、西～南西向きの流れが卓越する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.7 サンゴ産卵時期（5～7月）の礁内の流向・流速頻度 
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  （2013 年第 3回委員会資料：前回ハビタットマップ作成時データ） 

① 礁内の地形 

 礁池内のノルは、中央部に多く、東西にも点在しており、水深 3～4m（黄緑、水色）

で幼生放流・基盤設置が可能であり、地形的にサンゴ産卵ファーム形成の可能性があ

る。 

 水深が 0m 前後より高い礁嶺部は、北～東面の厚みが厚く、南側は薄く、南側から来

襲する高波浪は礁内も高波浪となるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.8 沖ノ鳥島の水深段彩図 

② 高波浪(10 年確率)時の波高分布 

 2013 年のハビタットマップ作成時には 10 年確率の高波浪時の礁内の波高分布を予

測している。 

 礁内の波高は概ね 3m 以下に低減するが、南側から来襲すると中央南側は 3m 以上

となる。従って、礁内中央部は、サンゴが高波浪によって破壊されにくいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.9 沖ノ鳥島の水深段彩図 

波向き:西,沖波波高 10.4m,周期:17.4sec 波向き:東,沖波波高 10.3m,周期:14.6sec 

波向き:南,沖波波高 10.5m,周期:19.0sec 波向き:北,沖波波高 7.9m,周期:14.1sec 

礁内中央部の波高はいずれの波向きでも比較的低くなる 
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③ 波浪による底面軌道流速振幅(有義波のエネルギー平均波) 

 2013 年のハビタットマップ検討時に、底面軌道流速が 0.6～0.85m/s 程度の箇所は、

酸素供給、シルト堆積防止、栄養塩等の供給等の観点から成育に適しているという既往

知見に基づき、波浪の底面軌道流速を推算している。 

 0.6m/s 前後の軌道流速は礁池内北～東側とノルの発達した箇所で発生している。 

 これは波浪による往復流が 0.6m/s 程度ある場所で、サンゴが成育し易いこととの関

係性が示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.10 底面軌道流速振幅の分布図 

 

 ②、③は礁中央の水温が高いにも関わらず、サンゴ被度、稚サンゴの生残が高く維持

されている要因と推測される。 

 

  

現状でサンゴ被度が高い場所は 0.4～0.6m/s

の箇所が点在 
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  ① サンゴの生息環境・物理環境のハビタットマップの整理 

 前項で整理したサンゴ被度分布、サンゴの生息を左右する水温、物理環境を踏まえ

以下の通りハビタットマップを整理したものを下表に示す。 

 

表-Ⅳ.3.2.1.1 サンゴの生息環境・物理環境のハビタットマップの整理 

項目 内 容 調査項目 

サンゴ被度

経年変化／

天然サンゴ

の成育 

・2017 年～2022 年のサンゴ被度分布を比較すると、礁内中

央部と南東部の一部が被度高くなり、礁内中央を囲む外側

のエリアは被度が減少。 

・ミドリイシ属が確認されるのは礁池内中央のみ。2013 年

以降はミドリイシ属の被度は増加傾向。 

・礁内東側及び西側では、その他サンゴの被度が若干高くな

っているが、10%未満と被度が低く推移。 

１）、２）  

移植稚サン

ゴの成育 

・東側の A3・A4 ノルで生残率が低く、中央部の A10 ノル

での生残率が高い傾向。 

３） 

水温／流況 ・礁池内観測地点の日平均 30℃超過日数は、礁内中央から

西側で多くなる傾向。 

・東側の流れは西、南西向きが卓越しており、礁内に流入し

た海水が礁内中央部や、西側で滞留しつつ礁外へ抜けるま

でに水温が上昇するためと考えられた。 

４）、５） 

地形 ・礁池内のノルは、中央部に多く、東西にも点在している。

礁嶺は、北～東面の厚みが厚く、南側は薄い。 

６）① 

高波浪時の

波高分布 

・沖波 10m 程度の礁内波高は概ね３ｍ以下に低減するが、

南側から来襲すると中央南側は３ｍ以上となる。 

・礁内中央部は、サンゴが高波浪によって破壊されにくいと

考えられる。 

６）② 

波浪による

底面軌道流

速振幅 

・0.6m/s 前後の軌道流速は礁池内北～東側とノルの発達し

た箇所で発生。 

・波浪による往復流が 0.6m/s 程度ある場所で、サンゴが成

育し易いこととの関係性が示唆された。 

６）③ 
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  ② サンゴ生育環境ハビタットマップのまとめ 

 サンゴ産卵ファーム（稚サンゴ成育,産卵のソース）の適地として、ファームを整備

できる基盤設置、幼生放流が可能な水深帯(水深 3～4m)のエリアで成育環境を検討、

評価した（図-Ⅳ.3.2.1.11）。 

 サンゴ成育環境（サンゴ産卵ファーム形成適地）は、礁内中央北寄りが良いと考え

られる。 
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図-Ⅳ.3.2.1.11 ハビタットマップの検討・確認結果 

  



 

Ⅳ-3-2-1-13 
 

 

Ⅳ-3 章 2.2 面的拡散シミュレーションの項で後述する今年度の浮遊幼生移動モデルに

よる 20 年間の着底計算結果より、礁内への幼生着底が多い供給源エリアは、礁内中央

の北西部であった。このエリアは、ハビタットマップによるサンゴの成育適地と重複し

ていることから、礁内中央北西部はサンゴ幼生の供給源からみても「サンゴ産卵ファー

ム」の適地であると考えられる。 

ただし、沖ノ鳥島海域の浮遊幼生移動モデルは、今後精度向上の改良予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.12 検討領域・粒子数及び領域毎の着底数、着底割合 

 

  

中央北西部で発生する幼生の礁内着底率が高い 
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 礁内着底率が高いエリア付近おいて、次年度試験候補地として、 過年度の衛星画像

から、水深 3m 程度以上で、50m×50m の平坦地形が確保できそうな、5 箇所を抽出し

た。 

 候補地において、現地で地形測量及び海底画像撮影（サンゴ、底質状況観察）を実施

した。 

 現地調査結果を表-Ⅳ.3.2.1.2 に示す。候補地を比較すると、比較的平坦な地形で、放

流試験に適度な水深が確保できる No.3 のエリアを令和 5 年度の実証試験場所の候補と

する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.1.13 次年度実証試験候補の調査エリア（5箇所） 

 

東小島 
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表-Ⅳ.3.2.1.2(1) 実証試験候補地の調査結果比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凹凸大きく平坦地狭い おおむね平坦だが、ノルの凹凸が多い おおむね平坦、候補地では最も水深が深い 
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          表-Ⅳ.3.2.1.2(2) 実証試験候補地の調査結果比較表 

 

 

北側のノルで 1m 程度浅くなっている 候補地の中では水深が最も浅い 

-4.4 

-3.6 

-3.4 

50m 

50m 
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候補地の位置図 
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令和５年度以降は沖ノ鳥島において実証試験の実施が計画されており、引き続き、天

然サンゴの成育状況や成育環境（水温観測）等のモニタリング、さらにサンゴ産卵ファ

ームの適地選定のための面的拡散シミュレーションの精度向上が予定されている。 

これらの試験、調査及び予測評価を通して、今回更新した沖ノ鳥島ハビタットマップ

の妥当性の確認及び1ha程度のサンゴ産卵ファームの適地の検討、選定が必要となる。 
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2.2 面的拡散シミュレーション 

 

今年度業務における沖ノ鳥島のシミュレーションの目的は以下のとおりである。 

 令和 3 年度業務までに構築した沖ノ鳥島の流動シミュレーション結果は、観測値

よりも流速が過大になる期間があった。とくに波浪による流れが強くなる高波浪

時においてその傾向があり、波浪に関するパラメータ等の見直しにより再現性向

上を図る。 

 沖縄沿岸域モデルにおける沈降速度の検証結果を沖ノ鳥島モデルにも反映する。 

 精度向上および改良後の沖ノ鳥島モデルを用いて面的拡散シミュレーションを実

施し、以下について検討する。 

・令和 5 年度に沖ノ鳥島で実施予定の実証実験の適地 

・実証実験における着床基盤の設置範囲と放流高さ 

・サンゴ礁 10ha を回復させるために整備すべきサンゴ産卵ファーム※の規模 

※サンゴ産卵ファーム：周辺の天然基質に億単位の幼生を長期的に供給する大

規模な幼生供給基地。幼生収集装置を用いて人工基盤

上にサンゴ産卵ファームを作るステップを経て、周辺

のサンゴ礁回復に繋げる考え。 
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① 流動モデルの精度向上については、波浪モデルの礁内波浪の再現性に着目し、海底摩

擦等のパラメータによる感度計算を実施して調整する。モデルの概要は表 -

Ⅳ.3.2.2.1 の通りである。 

② 浮遊幼生移動モデルにおいて、沈降速度に沖縄沿岸域モデルで検討した値を設定する。 

③ 精度向上および改良後のモデルを用いて、2000 年から 2020 年の 21 期間の面的拡散

シミュレーションを実施する。 

④ 実証実験の適地検討では、礁内広範囲に初期配置した場合の粒子追跡シミュレーショ

ンを実施し、着底率の高い発生箇所を選定する。 

⑤ 実証実験における着床基盤の設置範囲の検討では、④で選定した適地において固定式

放流を想定した粒子追跡シミュレーションを実施し、着底範囲から基盤の設置範囲お

よび放流高さを設定する。 

⑥ サンゴ産卵ファームの規模の検討では、④で選定した実証実験の適地に 1ha のファー

ムを造成することを前提に、その場所に初期配置した粒子の着底数を予測し、100 個

／m2が 10ha 以上になるために必要な粒子数を算出する。 

 

 

表-Ⅳ.3.2.2.1 シミュレーションモデルの概要 

モデルの種類 モデルの特徴 実施内容 

流動モデル 潮流、吹送流(風による流れ)、海浜

流、海流（礁外の流れ）※を考慮 

・海底摩擦等のパラメータによる感度計

算を実施し、精度向上を図る。 

・面的拡散シミュレーションにおける流

況場を計算する（2000 年～2020 年）。 

浮遊幼生 

移動モデル 

・サンゴ幼生を粒子に見たてて、流

動モデルで計算された流れに沿っ

て、粒子（幼生）を追跡 

・浮遊幼生の鉛直移動を考慮 

・2000 年から 2020 年の 21 期間の面的拡散

シミュレーションを実施し、実証実験の

適地選定、着床基盤の設置範囲と放流高

さ、サンゴ産卵ファームの規模について

検討する。 

※海流の情報として、JCOPE データ（http://www.jamstec.go.jp/jcope/）を活用した。 
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前述した沖ノ鳥島の流動特性を踏まえて、面的拡散シミュレーションの流動場を計算

するための流動シミュレーションを実施した。 

 

 

流動モデルは令和 3 年度業務において構築したものを基本とする。 

流動モデルの概要を表-Ⅳ.3.2.2.2 に示す。 

 

表-Ⅳ.3.2.2.2 流動モデルの概要 

項目 内容 

モデル 

・10 層のレベルモデル 

・2-way ネスティングによる多領域同時計算 

・移動境界法により冠水・干出を表現 

・水平渦動粘性係数、水平渦拡散係数：スマゴリンスキータイプ (Smagorinsky, 1963) 

・鉛直渦動粘性係数、鉛直渦拡散係数：Munk and Anderson (1948) 

計算範囲 沖ノ鳥島周辺（300km×300km） 

計算格子 
6,000m－2,000m－500m－100m－20m の 5 領域ネスティング計算 

（6,000m から 100m までは 1-way ネスティング、100m と 20m は 2-way ネスティング） 

鉛直層分割 5m-5m-5m-5m-5m-10m-20m-40m-60m-海底まで 

外力 

潮汐 Nao tide※1 により 7 分潮を設定（M2, S2, K1, O1, N2, K2, P1） 

風 ERA5※2 による再解析風データを入力 

気象 海面熱収支に関するデータを SEP 実測値から設定 

波浪 
ERA5※2 による再解析波浪データを沖波条件とする波浪変形計算により radiation stress

を算出して入力 

礁外の

流況 
初期条件および開境界において JCOPE データ※3 による流速、水位、水温・塩分を設定 

再現検証 高波浪時を含む期間の流況パターンを再現対象とした 

※1：Matsumoto, K., T. Takanezawa and M. Ooe (2000) ：Ocean tide models developed 
by assimilating TOPEX/POSEIDON altimeter data into hydrodynamical model : 
A global model and a regional model around Japan, Journal of Oceanography, 
Vol.56, pp.567-581. 

※2：ECMWF（欧州中期予報センター）から公開されている再解析データ 

※3：http://www.jamstec.go.jp/jcope/  
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表-Ⅳ.3.2.2.2 に示すように、第 1 層の層厚は 5m であるため、礁内の大部分は単層の計

算となる。そこで、単層で扱うことの妥当性を ADCP 流速観測結果から確認した（図-

Ⅳ.3.2.2.1）。これによると、礁内の流れは鉛直方向に概ね一様であり、単層扱いでも問題

ないといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.1 礁内流速の鉛直分布  

W1 
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W1 
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2007 5/5              5/6              5/7              5/8   

2007 5/5              5/6              5/7              5/8   
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図-Ⅳ.3.2.2.2 に計算範囲および水平格子サイズについて示す。 

6,000m から 100m までは 1-way ネスティング、100m と 20m は 2-way ネスティング

の計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.2 シミュレーションの計算範囲 
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図-Ⅳ.3.2.2.3 に水深図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.3 シミュレーションの水深図（DL基準値） 
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①連続の式 
第 1 層目の式 

𝜕𝜂

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
{𝑢ଵ𝐷ଵ} +

𝜕

𝜕𝑦
{𝑣ଵ𝐷ଵ} − 𝑤ଵାଵ/ଶ = 0 

第 k 層目の式 

𝜕

𝜕𝑥
(𝑢௞𝐷௞) +

𝜕

𝜕𝑦
(𝑣௞𝐷௞) + 𝑤௞ିଵ/ଶ − 𝑤௞ାଵ/ଶ = 0 

 

②運動方程式 
第 k 層の u,v に関する運動方程式 

𝜕𝑢௞

𝜕𝑡
+ 𝑢௞

𝜕𝑢௞

𝜕𝑥
+ 𝑣௞

𝜕𝑢௞

𝜕𝑦
+ 𝑤௞ିଵ/ଶ

𝑢௞ିଵ − 𝑢௞

2𝐷௞

+ 𝑤௞ାଵ/ଶ

𝑢௞ − 𝑢௞ାଵ

2𝐷௞

= 𝑓𝑣௞ −
1

𝜌଴

∙ ൬
𝜕𝑝

𝜕𝑥
൰

௞
+

𝜕

𝜕𝑥
൬𝐴ு

𝜕𝑢௞

𝜕𝑥
൰ +

𝜕

𝜕𝑦
൬𝐴ு

𝜕𝑢௞

𝜕𝑦
൰ +

1

𝐷௞

൬𝐴௓

𝜕𝑢

𝜕𝑧
൰

௞ିଵ/ଶ
−

1

𝐷௞

൬𝐴௓

𝜕𝑢

𝜕𝑧
൰

௞ାଵ/ଶ
 

𝜕𝑣௞

𝜕𝑡
+ 𝑢௞

𝜕𝑣௞

𝜕𝑥
+ 𝑣௞

𝜕𝑣௞

𝜕𝑦
+ 𝑤௞ିଵ/ଶ

𝑣௞ିଵ − 𝑣௞

2𝐷௞

+ 𝑤௞ାଵ/ଶ

𝑣௞ − 𝑣௞ାଵ

2𝐷௞

= −𝑓𝑢௞ −
1

𝜌଴

∙ ൬
𝜕𝑝

𝜕𝑦
൰

௞

+
𝜕

𝜕𝑥
൬𝐴ு

𝜕𝑣௞

𝜕𝑥
൰ +

𝜕

𝜕𝑦
൬𝐴ு

𝜕𝑣௞

𝜕𝑦
൰ +

1

𝐷௞

൬𝐴௓

𝜕𝑣

𝜕𝑧
൰

௞ିଵ/ଶ
−

1

𝐷௞

൬𝐴௓

𝜕𝑣

𝜕𝑧
൰

௞ାଵ/ଶ
 

最下層では、 

𝜕𝑢௞

𝜕𝑡
+ 𝑢௞

𝜕𝑢௞

𝜕𝑥
+ 𝑣௞

𝜕𝑢௞

𝜕𝑦
+ 𝑤௞ିଵ/ଶ

𝑢௞ିଵ − 𝑢௞

2𝐷௞

= 𝑓𝑣௞ −
1

𝜌଴

∙ ൬
𝜕𝑝

𝜕𝑥
൰

௞
+

𝜕

𝜕𝑥
൬𝐴ு

𝜕𝑢௞

𝜕𝑥
൰ +

𝜕

𝜕𝑦
൬𝐴ு

𝜕𝑢௞

𝜕𝑦
൰ +

1

𝐷௞

൬𝐴௓

𝜕𝑢

𝜕𝑧
൰

௞ିଵ/ଶ
−

1

2
𝑔 ∙ 𝑛ଶ

ඥ𝑢௞
ଶ + 𝑣௞

ଶ

𝐷௞

଻
ଷ

 

𝜕𝑣௞

𝜕𝑡
+ 𝑢௞

𝜕𝑣௞

𝜕𝑥
+ 𝑣௞

𝜕𝑣௞

𝜕𝑦
+ 𝑤௞ିଵ/ଶ

𝑣௞ିଵ − 𝑣௞

2𝐷௞

= −𝑓𝑢௞ −
1

𝜌଴

∙ ൬
𝜕𝑝

𝜕𝑦
൰

௞

+
𝜕

𝜕𝑥
൬𝐴ு

𝜕𝑣௞

𝜕𝑥
൰ +

𝜕

𝜕𝑦
൬𝐴ு

𝜕𝑣௞

𝜕𝑦
൰ +

1

𝐷௞

൬𝐴௓

𝜕𝑣

𝜕𝑧
൰

௞ିଵ/ଶ
−

1

2
𝑔𝑛ଶ

ඥ𝑢௞
ଶ + 𝑣௞

ଶ

𝐷௞

଻
ଷ

 

最上層では、 

𝜕𝑢௞

𝜕𝑡
+ 𝑢௞

𝜕𝑢௞

𝜕𝑥
+ 𝑣௞

𝜕𝑢௞

𝜕𝑦
+ 𝑤௞ାଵ/ଶ

𝑢௞ − 𝑢௞ାଵ

2𝐷௞

= 𝑓𝑣௞ −
1

𝜌଴

∙ ൬
𝜕𝑝

𝜕𝑥
൰

௞
+

𝜕

𝜕𝑥
൬𝐴ு

𝜕𝑢௞

𝜕𝑥
൰ +

𝜕

𝜕𝑦
൬𝐴ு

𝜕𝑢௞

𝜕𝑦
൰ −

1

𝐷௞

൬𝐴௓

𝜕𝑢

𝜕𝑧
൰

௞ାଵ/ଶ
−

𝜌௢

𝜌௪

𝐶஽௑𝑈ඥ𝑈ଶ + 𝑉ଶ 

𝜕𝑣௞

𝜕𝑡
+ 𝑢௞

𝜕𝑣௞

𝜕𝑥
+ 𝑣௞

𝜕𝑣௞

𝜕𝑦
+ +𝑤௞ାଵ/ଶ

𝑣௞ − 𝑣௞ାଵ

2𝐷௞

= −𝑓𝑢௞ −
1

𝜌଴

∙ ൬
𝜕𝑝

𝜕𝑦
൰

௞

+
𝜕

𝜕𝑥
൬𝐴ு

𝜕𝑣௞

𝜕𝑥
൰ +

𝜕

𝜕𝑦
൬𝐴ு

𝜕𝑣௞

𝜕𝑦
൰ −

1

𝐷௞

൬𝐴௓

𝜕𝑣

𝜕𝑧
൰

௞ାଵ/ଶ
−

𝜌௢

𝜌௪

𝐶஽௒𝑉ඥ𝑈ଶ + 𝑉ଶ 
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③水温(T)・塩分(S)の移流・拡散方程式 

第 k 層の水温・塩分に関する運動方程式 

𝜕𝑇௞

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
(𝑢௞𝑇௞) +

𝜕

𝜕𝑦
(𝑣௞𝑇௞) +

𝜕

𝜕𝑧
(𝑤𝑇)௭ =

𝜕

𝜕𝑥
൬𝐾௫

𝜕𝑇௞

𝜕𝑥
൰ +

𝜕

𝜕𝑦
൬𝐾௬

𝜕𝑇௞

𝜕𝑦
൰ +

𝜕

𝜕𝑧
൬𝐾௭

𝜕𝑇

𝜕𝑧
൰

௭
 

𝜕𝑆௞

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
(𝑢௞𝑆௞) +

𝜕

𝜕𝑦
(𝑣௞𝑆௞) +

𝜕

𝜕𝑧
(𝑤𝑆)௭ =

𝜕

𝜕𝑥
൬𝐾௫

𝜕𝑆௞

𝜕𝑥
൰ +

𝜕

𝜕𝑦
൬𝐾௬

𝜕𝑆௞

𝜕𝑦
൰ +

𝜕

𝜕𝑧
൬𝐾௭

𝜕𝑆

𝜕𝑧
൰

௭
 

最上層の水温は、 

𝜕𝑇௞

𝜕𝑡
+

𝜕

𝜕𝑥
(𝑢௞𝑇௞) +

𝜕

𝜕𝑦
(𝑣௞𝑇௞) +

𝜕

𝜕𝑧
(𝑤𝑇)௭ =

𝜕

𝜕𝑥
൬𝐾௫

𝜕𝑇௞

𝜕𝑥
൰ +

𝜕

𝜕𝑦
൬𝐾௬

𝜕𝑇௞

𝜕𝑦
൰ +

𝜕

𝜕𝑧
൬𝐾௭

𝜕𝑇

𝜕𝑧
൰

௭
+ 𝐹𝑆 

 

④密度の方程式 

𝜌௪ = 𝑟𝑜𝑤௞ + 𝑆௞൛0.824493 + (−4.0899 × 10ିଷ)𝑇௞ + (7.6438 × 10ିହ)𝑇௞
ଶ + (−8.2467 × 10ି଻)𝑇௞

ଷ + (5.3875 × 10ିଽ)𝑇௞
ସൟ

+ 𝑆௞
ଵ.ହ൛−5.72466 × 10ିଷ + (1.0227 × 10ିସ)𝑇௞ + (−1.6546 × 10ି଺)𝑇௞

ଶൟ + 𝑆௞
ଶ(4.8314 × 10ିସ) 

𝑟𝑜𝑤௞ = −0.157405 + (6.793952 × 10ିଶ)𝑇௞ + (−9.095290 × 10ିଷ)𝑇௞
ଶ + (1.001685 × 10ିସ)𝑇௞

ଷ + (−1.120083 × 10଺)𝑇௞
ସ

+ (6.536332 × 10ିଽ)𝑇௞
ହ 

ここで、 

 η：水位（m） 

 𝐷௞：第 k 層目の層厚（m） 

 n：マニングの粗度係数（m-1/3s） 

 𝐹𝑆：海面の熱フラックス 
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波浪シミュレーションはエネルギー平衡方程式を解く方法による波浪変形計算により

行った。波が水深の浅い海域を伝播する場合、波の浅水・屈折現象等によって波高・波向

が変化する。そこで、沖波が調査対象地点に到達する際の波高・波向の変化を求めるため、

波の不規則性を考慮したエネルギー平衡方程式を解く方法を用いた。 

屈折、浅水変形は式(1)に示す不規則波を対象としたエネルギー平衡方程式を解いて求

めた。 

 

①理論の概要 

   ················································ (1) 

ここで、D（ｆ，θ）は方向スペクトル密度で、周波数ｆと波向角 θ の関数である。Ｖ

ｘ，Ｖｙ，Ｖθは、それぞれｘ，ｙ，θ 方向のエネルギー移流速度で、次式(2)で与えられる。 

    ······················································· (2) 

ここで、ＣおよびＣｇは、波速および波の群速度である。θ はｘ軸の正方向から反時計

回りに測った波向角である。水深 h，周期 T，波長 L の波については次式で計算される。 

 

           ························································· (3) 

  

実際には、式(1)を解析的に解くことは困難なため、各項を差分化し、D に関する連立

方程式をたてる。それに後述する各境界条件を与えて解くことになる。 

 

②境界条件 

i)沖側境界 

沖側境界では、沖波の方向スペクトル D0(f,θ)を与える。 

沖波の方向スペクトルD0(f,θ)は、周波数スペクトルS0(f)と方向分布関数G(f,θ)により、

式(4)のように表される。 

       ······························································ (4) 

周波数スペクトルはブレットシュナイダー・光易型(式(5))、また、方向分布関数は光易
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型(式(6))の分布形を用いて沖側境界の方向スペクトルとして設定する。 

   ······························ (5) 

       ······························································· (6) 

     

ここに、S は方向集中度パラメータ、Smax は最大方向集中度パラメータであり、fpは

ピーク周波数、H1/3，T1/3は、有義波の波高と周期である。 

また、θ は成分波の入射角（主波向からの角度）であり、θmin=-π/2、θmax=π/2 であ

る。 

 

ii)側方境界と陸岸境界 

海域部の側方境界については、境界の内と外で方向スペクトルを同一とする。 

陸岸境界では波のエネルギーが陸部で吸収されるものとし、陸部より波のエネルギー

は与えられないもの（＝無反射条件）とする。 

 

③波高・波向の算定 

ある計算地点の方向スペクトル D(f,θ)[f：周波数、θ：波向]が決まれば、その地点の波

高および波向は以下のように算定できる。 

波高は波の方向スペクトル D(f,θ)を用いると式(7)で与えられる。 

     ············································· (7) 

波向は、波の方向スペクトル D(f,θ)を用いて、各成分波の周波数スペクトルの積分値

F(θ)を求め、この式(8)の F(θ)が最大となる卓越波向を代表波向とする。 

     ····································································· (8) 
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④砕波帯での計算 

モデルはエネルギー平衡方程式を解く方法による波浪変形計算に、次に示すエネルギ

ー減衰を考慮した。 

        (9) 

ここで、Cg : エネルギー輸送速度(m/s)、E : 波のエネルギー(kg/s2)、ε : エネルギー

減衰率(1/m)を表す。 

 

i)海底面が勾配斜面におけるエネルギー減衰（tanθ＞0.01） 

高山ら(1991)による合田の砕波指標を用いた砕波によるエネルギー減衰を考慮した以

下の手法により算出する。 

砕波帯での波の計算は求めた沿岸方向各点での波高と波向をもとに、漂砂量算定に用

いる砕波波高と砕波波向を求めるものである。屈折計算は平行等深線の仮定でスネルの

法則により算定を行う。 

 屈折角 ：  

 屈折係数：  

 波 高 ：  

 

砕波波高 Hbは、海底勾配を tanθ として式(9)の合田の砕波条件式により繰り返し計算

により求める。 

   ······································ (10) 

ここで、 

     Hｂ：砕波限界波高 

     L0：沖波波長 

      h：水深 

    tanθ：海底勾配 

添字ｂ：砕波点の諸元である。 

ただし、θ は海底面が水平面となす角で、tanθ が海底勾配を表す。 

また、砕波は Hb≦Hi×kr×ks の地点とする。 
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ii)海底勾配のない海底でのエネルギー減衰減衰（tanθ≦0.01） 

勾配のない海底でのエネルギー減衰は、中山らによる次式を用いる。 

        (11) 

       (12) 

ここで、Ks : 非線形長波の浅水係数、H3 : 有義波高(m)、h : 水深(m)、L : 波長(m)、Ub : 

底面波動流速振幅(m/s)、C : 波速(m/s)、をそれぞれ示す。  
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令和 3 年度業務までに構築した沖ノ鳥島の流動シミュレーション結果は、観測値より

も流速が過大になる期間があった。とくに波浪による流れが強くなる高波浪時において

その傾向があり、海底摩擦係数を調整することで礁内波浪および流速の再現性が向上し

た。流動モデルおよび波浪モデルの令和 3 年度からの修正内容を表-Ⅳ.3.2.2.3 に示す。 

 

表-Ⅳ.3.2.2.3 流動モデルおよび波浪モデルの修正内容 

 内 容 

流動モデル 

水深 1m 以浅の海底摩擦を 10 倍にした。 

波浪モデル 

 

 

期間は、高波浪が観測された以下の 2 期間であり、各期間のリアルタイムの外力を入

力して流動シミュレーションを実施した。 

再現ケース①：2011/6/23～6/30 

再現ケース②：2008/5/28～6/3 
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礁内外における波高・流速について、モデルの修正前後の計算値と観測値との比較結果

を図-Ⅳ.3.2.2.4～図-Ⅳ.3.2.2.7 に示す。表-Ⅳ.3.2.2.4 は各期間の検証結果である。 

 

 

表-Ⅳ.3.2.2.4 検証結果 

期 間 内 容 

①2011/6/23～6/30 

（波浪） 

・礁内の波浪は水深 1m 以浅の海底摩擦を大きくした（×10 倍）結果、礁

内波浪の再現性が向上した。 

・ただし、高波浪の期間は差異が大きくなっている。沖波条件の妥当性も

含めて今後の課題として残る。 

（流速） 

・礁内の流速も海底摩擦を大きくすると再現性が向上した。 

②2008/5/28～6/3 

（波浪） 

・2011 年と同様、海底摩擦を大きくした結果、礁内波浪の再現性が向上

した。 

（流速） 

・礁内の流速はやや過大であるものの、モデル修正前と比べると観測値

に近い。 
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図-Ⅳ.3.2.2.4 波浪モデルの再現性検証の比較（再現ケース①） 
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図-Ⅳ.3.2.2.5 流動モデルの再現性検証の比較（再現ケース①） 
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図-Ⅳ.3.2.2.6 波浪モデルの再現性検証の比較（再現ケース②） 
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図-Ⅳ.3.2.2.7 流動モデルの再現性検証の比較（再現ケース②） 
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浮遊幼生移動モデルの概要を表-Ⅳ.3.2.2.5 に示す。 

 

表-Ⅳ.3.2.2.5 浮遊幼生移動モデルの概要 

項目 内容 

計算モデル オイラー・ラグランジュ法による粒子追跡法 

計算範囲 沖ノ鳥島周辺（礁内～礁外） 

流速 流動モデルの計算結果を用いる 

鉛直移動条件 

（沖縄海域のシミュレー

ションと同一条件） 

（4 日令以降） 

・沈降速度：0.2cm/s、0.3cm/s 

・自律移動速度 0.1cm/s（全体粒子の 60%沈降、40%上昇） 

 

 

 

浮遊幼生移動モデルは、オイラー・ラグランジュ法による粒子追跡法により仮想粒子の

発生場から着底場までの移流過程を、流動モデル計算結果を用いて計算した。 

 

 

 

 

 

 

 

ここで、u, v, w は、それぞれ時刻 t における東西、南北の水平流速と鉛直流速を示

し、流動モデルの計算結果から、仮想粒子位置の流速を求め、入力した。また、uS, vS, 

wS は、それぞれ東西、南北および鉛直方向の自律移動速度を示す。 
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面的拡散シミュレーションの対象期間は、2000 年～2020 年における沖ノ鳥島のサン

ゴの産卵期間とする。産卵日（初期投入日）は、沖ノ鳥島のサンゴ産卵が確認された記録

がある年はその日を設定した。記録の無い年次は、以下の根拠を基に沖縄サンゴの産卵日

から推定した。 

表-Ⅳ.3.2.2.6 に、2000 年～2020 年の各海域における A.tenuis※の産卵日を示す。 

2012 年、2013 年、2015 年をみると、沖ノ鳥島の産卵日と沖ノ鳥島産水槽飼育の産卵

日が概ね同期していることから、2007～2010 年、2014 年、2016～2018 年は沖ノ鳥島産

水槽飼育の産卵日から設定した。 

阿嘉海域、慶良間産水槽飼育とでは、後者の方が沖ノ鳥島産水槽飼育の産卵日に近いこ

とから、2011 年は慶良間産水槽飼育の産卵日から設定した。 

いずれの海域における記録のない年次については、沖ノ鳥島の A.tenuis の産卵日の平

均である 5 月中旬～6 月中旬の満月から 6 日後を産卵日とした。 

 

※沖ノ鳥島での産卵記録は数年あり、サンゴの種類によって産卵日は異なるので、今回

は放流に使用するウスエダミドリイシ（A.tenuis）を優先した。 
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表-Ⅳ.3.2.2.6 A.tenuis の産卵記録日 

年 沖ノ鳥島 
沖ノ鳥島産水槽飼育

サンゴ 
阿嘉海域 

慶良間産水槽飼育

サンゴ 

2006 2006/5/20 - - - 

2007 - 2007/6/9 2007/6/7 2007/6/9 

2008 - 2008/5/28 - 2008/5/28 

2009 - 2009/6/17 - 2009/6/14 

2010 - 2010/6/4 - 2010/6/5 

2011 - - 2011/6/19 2011/6/23 

2012 2012/6/10 2012/6/10 2012/6/10 2012/6/10 

2013 2013/5/31 2013/6/1 2013/6/1 2013/6/1 

2014 - 
2014/5/24 

2014/6/17 

2014/5/23 

2014/6/17 

2014/5/24 

2014/6/17 

2015 2015/6/5 2015/6/9 - 2015/6/9 

2016 - 2016/5/29 - 2016/5/27 

2017 - 2017/6/16 - 2017/6/16 

2018 - 2018/6/7 - 2018/6/6 
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表-Ⅳ.3.2.2.7 に各年の粒子の初期投入日（サンゴ産卵日）を示す。設定方法は以下の通

りである。 

①沖ノ鳥島で A.tenuis の産卵が確認された日 

②沖ノ鳥島産水槽飼育サンゴ A.tenuis の産卵が確認された日 

③慶良間産水槽飼育サンゴ A.tenuis の産卵が確認された日 

④5 月中旬～6 月中旬の満月から 6 日後（沖ノ鳥島の A.tenuis の産卵日の平均） 

 

表-Ⅳ.3.2.2.7 粒子の初期投入日 

年 日 設定方法 年 日 設定方法 年 日 設定方法 

2000 5/24 ④ 2007 6/9 ② 2014 5/24 ② 

2001 6/12 ④ 2008 5/28 ② 2015 6/5 ① 

2002 6/1 ④ 2009 6/17 ② 2016 5/29 ② 

2003 5/22 ④ 2010 6/4 ② 2017 6/16 ② 

2004 6/9 ④ 2011 6/23 ③ 2018 6/7 ② 

2005 5/30 ④ 2012 6/10 ① 2019 5/25 ④ 

2006 5/20 ① 2013 5/31 ① 2020 6/12 ④ 
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サンゴ幼生は、海域の流れ、自律移動（繊毛運動）、沈降速度で水平・鉛直方向へ移流

すると考えられる。令和 2 年度業務において構築した浮遊幼生移動モデルを用いて面的

拡散シミュレーションを実施し、サンゴ産卵ファームの適地として着底率の高い発生箇

所を選定する。 

 

 

①検討フロー 

面的拡散シミュレーションの検討フローを図-Ⅳ.3.2.2.8 に示す。それぞれ、沈降速度

0.2cm/s、0.3cm/s の 2 パターンについて実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.8 面的拡散シミュレーションの検討フロー 

 

 

 

 

 

 

検討 1 

・初期条件として礁内全域に粒子を配置する。礁縁部や浅所など、サンゴ産卵ファ

ームの設置が困難である箇所は除外する。 

・礁内を 3つの領域に分割し、そのうちの礁内への着底率が高い領域を抽出する。 

検討 2 

・検討 1で抽出した領域をさらに分割し、着底率の高い範囲を抽出する。 

・この範囲を実証実験における幼生放流箇所の候補地とする。 
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②  

 

a) 粒子の初期投入箇所および粒子数 

検討 1 における粒子の初期投入箇所および粒子数を図-Ⅳ.3.2.2.9 に示す。礁内全域に

配置するが、礁縁部や浅所（DL 水深が 2m 以下）など、サンゴ産卵ファームの設置が困

難である箇所は除外した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.9 検討 1における粒子の初期投入箇所および粒子数 

 

  

発生領域 1 

粒子数：26,875 

発生領域 2 

粒子数：50,700 

発生領域 3 

粒子数：60,275 
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b) 着底分布図 

 

ⅰ) 沈降速度 0.2cm/s 

検討 1 について、沈降速度 0.2cm/s のパターンにおける各年の着底分布図を図-

Ⅳ.3.2.2.10～図-Ⅳ.3.2.2.12 に示す。 

礁外に流出する粒子が多く、全体的に着底する粒子数は少ないものの、図中赤枠で示す

箇所に集積する傾向がある。2013 年では礁内南東部に多く着底する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.10 検討 1の着底分布図（2000 年～2005 年、沈降速度 0.2cm/s） 
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図-Ⅳ.3.2.2.11 検討 1の着底分布図（2006 年～2013 年、沈降速度 0.2cm/s） 
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図-Ⅳ.3.2.2.12 検討 1の着底分布図（2014 年～2020 年、沈降速度 0.2cm/s） 
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ⅱ) 沈降速度 0.3cm/s 

検討 1 について、沈降速度 0.3cm/s のパターンにおける各年の着底分布図を図-

Ⅳ.3.2.2.13～図-Ⅳ.3.2.2.15 に示す。 

着底の傾向は沈降速度 0.2cm/s のパターンと同様で、礁外に流出する粒子が多く、全体

的に着底する粒子数は少ないものの、図中赤枠で示す箇所に集積している。2013 年では

礁内南東部に多く着底する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.13 検討 1の着底分布図（2000 年～2005 年、沈降速度 0.3cm/s） 
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図-Ⅳ.3.2.2.14 検討 1の着底分布図（2006 年～2013 年、沈降速度 0.3cm/s） 
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図-Ⅳ.3.2.2.15 検討 1の着底分布図（2014 年～2020 年、沈降速度 0.3cm/s） 
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c) 着底数および着底率 

 

ⅰ) 沈降速度 0.2cm/s 

沈降速度 0.2cm/s における発生領域毎の着底数および着底率を、各年と 21 年平均につ

いて図-Ⅳ.3.2.2.16、図-Ⅳ.3.2.2.17 に示す。 

この結果によると、2013 年が特異的に着底数が多く、それにより 21 年平均値は発生

領域 3 が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.16 検討 1の領域毎の着底数および着底率（沈降速度 0.2cm/s、各年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.17 検討 1の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.2cm/s、21 年平均）  
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サンゴ産卵ファームから発生する幼生が継続的に着底するには、平均的に着底数・着底

率が高いことが望ましいことから、特異的な 2013 年を除外して判断することとした。

2013 年を除外した着底数および着底率を図-Ⅳ.3.2.2.18、図-Ⅳ.3.2.2.19 に示す。 

21 年平均値をみると、着底数では発生領域 3 が最も多いものの、着底率では発生領域

2 が最も高い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.18 検討 1の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.2cm/s、各年 ※2013 年を除外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.19 検討 1の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.2cm/s、21 年平均 ※2013 年を除外）  
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ⅱ) 沈降速度 0.3cm/s 

沈降速度 0.3cm/s における発生領域毎の着底数および着底率を、各年と 21 年平均につ

いて図-Ⅳ.3.2.2.20、図-Ⅳ.3.2.2.21 に示す。 

沈降速度 0.2cm/s のパターンと同様、2013 年が特異的に着底数が多く、それにより 21

年平均値は発生領域 3 が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.20 検討 1の領域毎の着底数および着底率（沈降速度 0.3cm/s、各年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.21 検討 1の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.3cm/s、21 年平均）  
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2013 年を除外した着底数および着底率を図-Ⅳ.3.2.2.22、図-Ⅳ.3.2.2.23 に示す。 

21 年平均値をみると、沈降速度 0.2cm/s のパターンと同様、着底数では発生領域 3 が

最も多いものの、着底率では発生領域 2 が最も高い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.22 検討 1の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.3cm/s、各年 ※2013 年を除外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.23 検討 1の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.3cm/s、21 年平均 ※2013 年を除外） 
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③  

 

a) 粒子の初期投入箇所および粒子数 

検討 2 では、検討 1 により平均的な着底率が高い領域を粒子の初期投入箇所とし、そ

の範囲を 6 分割して適地選定を行った。検討 2 における粒子の初期投入箇所および粒子

数を図-Ⅳ.3.2.2.24 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.24 検討 2における粒子の初期投入箇所および粒子数 

 

  

発生領域 1 

粒子数：26,700 

発生領域 2 

粒子数：28,200 

発生領域 3 

粒子数：34,600 

発生領域 4 

粒子数：32,000 
発生領域 5 

粒子数：35,000 

発生領域 6 

粒子数：46,300 
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b) 着底分布図 

 

ⅰ) 沈降速度 0.2cm/s 

検討 2 について、沈降速度 0.2cm/s のパターンにおける各年の着底分布図を図-

Ⅳ.3.2.2.25～図-Ⅳ.3.2.2.27 に示す。 

検討 1 と同様に着底粒子は図中赤枠で示す箇所に集積しており、2013 年では礁内南東

部に着底する傾向がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.25 検討 2の着底分布図（2000 年～2005 年、沈降速度 0.2cm/s） 
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図-Ⅳ.3.2.2.26 検討 2の着底分布図（2006 年～2013 年、沈降速度 0.2cm/s） 
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図-Ⅳ.3.2.2.27 検討 2の着底分布図（2014 年～2020 年、沈降速度 0.2cm/s） 
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ⅱ) 沈降速度 0.3cm/s 

検討 2 について、沈降速度 0.3cm/s のパターンにおける各年の着底分布図を図-

Ⅳ.3.2.2.28～図-Ⅳ.3.2.2.30 に示す。 

着底の傾向は沈降速度 0.2cm/s のパターンと同様で、着底粒子は図中赤枠で示す箇所

に集積しており、2013 年では礁内南東部に着底する傾向がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.28 検討 2の着底分布図（2000 年～2005 年、沈降速度 0.3cm/s） 
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図-Ⅳ.3.2.2.29 検討 2の着底分布図（2006 年～2013 年、沈降速度 0.3cm/s） 
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図-Ⅳ.3.2.2.30 検討 2の着底分布図（2014 年～2020 年、沈降速度 0.3cm/s） 
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c) 着底数および着底率 

 

ⅰ) 沈降速度 0.2cm/s 

沈降速度 0.2cm/s における発生領域毎の着底数および着底率を、各年と 21 年平均につ

いて図-Ⅳ.3.2.2.31、図-Ⅳ.3.2.2.32 に示す。 

この結果によると、検討 1 と同様に 2013 年が特異的に着底数が多く、それにより 21

年平均値は発生領域 6 が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.31 検討 2の領域毎の着底数および着底率（沈降速度 0.2cm/s、各年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.32 検討 2の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.2cm/s、21 年平均）  
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2013 年を除外した着底数および着底率を図-Ⅳ.3.2.2.33、図-Ⅳ.3.2.2.34 に示す。 

平均的にみると、着底率が高いのは発生領域 1、次いで発生領域 2 である結果となっ

た。このことから、効果的なサンゴ産卵ファームの適地は、領域 1,2 周辺であると評価で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.33 検討 2の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.2cm/s、各年 ※2013 年を除外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.34 検討 2の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.2cm/s、21 年平均 ※2013 年を除外）  
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ⅱ) 沈降速度 0.3cm/s 

沈降速度 0.3cm/s における発生領域毎の着底数および着底率を、各年と 21 年平均につ

いて図-Ⅳ.3.2.2.35、図-Ⅳ.3.2.2.36 に示す。 

この結果によると、沈降速度 0.2cm/s のパターンと同様に 2013 年が特異的に着底数が

多く、それにより 21 年平均値は発生領域 6 が最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.35 検討 2の領域毎の着底数および着底率（沈降速度 0.3cm/s、各年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.36 検討 2の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.3cm/s、21 年平均）  
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2013 年を除外した着底数および着底率を図-Ⅳ.3.2.2.37、図-Ⅳ.3.2.2.38 に示す。 

平均的にみると、着底率が高いのは発生領域 1、次いで発生領域 2 である結果となっ

た。このことから、効果的なサンゴ産卵ファームの適地は、沈降速度 0.3cm/s のパターン

においても領域 1,2 周辺であると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.37 検討 2の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.3cm/s、各年 ※2013 年を除外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.38 検討 2の領域毎の着底数および着底率 

（沈降速度 0.3cm/s、21 年平均 ※2013 年を除外）  
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④  

流動シミュレーションと面的拡散シミュレーションの結果から得られた、粒子の着底と

流動場の関係性を表-Ⅳ.3.2.2.8 に示す。 

 

表-Ⅳ.3.2.2.8 着底粒子と流動場の関係 

年次 着底粒子 
浮遊粒子と流動場 

（   礁外流れ   礁内流れ） 

2000 2001 

2006 2007 

2009 2010 

2012 2014 

2017 

  

2003 

2008 

2011 

2018 

2020 

  

2002 

2004 

2005 

2016 

2019 

 

 

 

 

 

 

 

2013 

2015 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

局所的に少量着底 

着底しない 

複数箇所に着底 

多く着底 

・礁内外の流向が同一 

・礁外に流出した粒子は

そのまま遠方に輸送 

・礁内外の流向が同一 

・礁外に流出しなかった

少量の粒子が局所的に

着底 

・礁内外の流向が逆向き 

・礁外に流出した粒子が

礁内に再度流入 

・礁内外の流向が逆向き 

・礁外に流出した粒子が

礁内に再度流入 

・礁縁部に形成される渦

流に捕捉され、多量の

粒子が着底 
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固定式放流を想定した面的拡散シミュレーションにより、着床基盤の設置範囲を検討し

た。放流地点は No.3 とし、2000 年～2020 年の流速結果を用いて 21 年分の放流後の着底

箇所を計算した。図-Ⅳ.3.2.2.39 に試験箇所の位置図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.39 試験箇所の位置図 
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①条件設定 

固定式放流を想定した面的拡散シミュレーションに用いた条件および粒子の初期投入

箇所を表-Ⅳ.3.2.2.9、図-Ⅳ.3.2.2.40 に示す。 

 

 

表-Ⅳ.3.2.2.9 条件設定 

項 目 内 容 

初期位置・範囲 
直径 2.2m 円の範囲に粒子を配置（幼生収集装置のサイズに合せる） 

（図-Ⅳ.3.2.2.40） 

鉛直移動条件 

（4 日令以降） 

・沈降速度：0.2cm/s、0.3cm/s 

・自律移動速度：0.1cm/s（全体粒子の 60%沈降、40%上昇） 

対象期間・産卵日 
2000～2020 年の 21 年を対象とし、前述の産卵日を追跡開始とし

た。 

放流高さ 海底上 1m、0.5m の 2 パターン（着床基盤上 1m、0.5m の設定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.40 粒子の初期投入箇所 

 

  

No.3 
直径 2.2m 円 



 

Ⅳ-3-2-2-49 

 

②予測結果 

21 年分の着底位置を図-Ⅳ.3.2.2.41 に示す。ここで 21 年分の着底位置とは、21 年分の

着底粒子を 1 つの図にプロットしたもののことを指す。 

放流高さ 1m の場合、流れの強い年は遠方に着底する可能性がある。高さ 0.5m の場合

は、放流地点周辺に着底する（図中赤枠は放流箇所を中心とする 60m 四方の範囲を示す）。

したがって、放流高さは 0.5m が望ましいといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.41 21 年分の粒子着底位置 

  

高さ 1m 

沈降速度 0.3cm/s 

高さ 1m 

沈降速度 0.2cm/s 

高さ 0.5m 

沈降速度 0.2cm/s 

高さ 0.5m 

沈降速度 0.3cm/s 

高さ 1m の場合、流れの強い年は遠方に

着底する可能性がある。 

高さ 0.5m の場合は、放流地点周辺に着

底する（図中赤枠は放流箇所を中心と

する 60m 四方の範囲を示す）。 
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サンゴ産卵ファームから幼生が自然発生する場合のシミュレーションを実施し、サンゴ

礁 10ha を回復させるための産卵ファームの規模について検討した。 

 

①条件設定 

幼生が自然発生する場合を想定した面的拡散シミュレーションに用いた条件および粒

子の初期投入箇所を表-Ⅳ.3.2.2.10、図-Ⅳ.3.2.2.42 に示す。 

 

表-Ⅳ.3.2.2.10 条件設定 

項 目 内 容 

初期位置・範囲 
No.3 を含む 1ha（海面から海底上 60cm まで 4 層に配置） 

（図-Ⅳ.3.2.2.42） 

初期粒子の総数 450 万 

鉛直移動条件 

（4 日令以降） 

・沈降速度：0.25cm/s（0.2～0.3cm/s の平均とした） 

・自律移動速度 0.1cm/s（全体粒子の 60%沈降、40%上昇） 

対象期間・産卵日 
2000～2020 年の 21 年を対象とし、前述の産卵日を追跡開始

とした。 

目標設定 着底粒子 100 個/m2 が 10ha 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.42 粒子投入箇所 

  

No.3 を含む 1ha に

450 万粒子を投入 
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②予測結果 

21 年の計算のうち、着底したのは 2002 年、2004 年、2013 年、2015 年、2016 年、

2018 年の 6 ヵ年であった。図-Ⅳ.3.2.2.43 に各年の 1 格子(20m×20m)あたりの着底粒子

数を表す。 

2002 年や 2015 年は比較的広い範囲に着底しているが、1 格子あたりの着底数は 1～3

個と少ない。一方で 2016 年や 2018 年では着底した格子数は少ないものの、1 格子あたり

の着底数の多い箇所が局所的にみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.43 1 格子あたりの着底粒子数の分布 

 

  

2002 年 

2004 年 

2013 年 

2015 年 

2016 年 

2018 年 



 

Ⅳ-3-2-2-52 

 

着底した 6 ヵ年を合計すると図-Ⅳ.3.2.2.44 のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-Ⅳ.3.2.2.44 1 格子あたりの着底粒子数の分布（6ヵ年の合計） 
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粒子が着底した 6 ヵ年について、着底のあった格子数から換算した着底面積および 1 格

子あたりの着底数より、必要となるサンゴ産卵ファームの規模を検証した。 

表-Ⅳ.3.2.2.11 の①は 1 格子あたりの着底数、②は①の着底数に該当する格子数、③は

1m2あたりの着底数（①/400m2）、④は③を 40,000 倍した着底数、⑤は着底のあった格子

数を面積に換算したもの（400m2×②）である。 

面積については 6 ヵ年の合計が 11.24ha となるため、目標の 10ha を達成する。しかし

③に着目すると、1m2あたりの着底数は最大でも 0.04 個/m2であり、目標の 100 個/m2に

は達しない。③を 40,000 倍すると 100 個/m2以上になる（④）ことから、目標を達成する

ためには、粒子 1 個を幼生 40,000 個体と仮定し、450 万×40,000 個体の幼生を発生する

規模のサンゴ産卵ファームが必要となる。 

ただし、40,000 倍した粒子が 20m×20m の範囲に一様に着底するという前提が必要で

あり、この評価方法の妥当性も含め今後検証する必要がある。 
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表-Ⅳ.3.2.2.11 着底面積および 1m2あたりの着底粒子数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① ② ③ ④ ⑤

1格子あたり
の着底数

①に該当する
格子数

1m2あたりの着底数

（①/400m2）

1m2あたりの着底数
（③×40,000）

着底面積(ha)

（400m2×②/10,000）

1 162 0.0025 100 6.48

2 14 0.005 200 0.56

3 4 0.0075 300 0.16

1 10 0.0025 100 0.4

2 2 0.005 200 0.08

3 1 0.0075 300 0.04

2013 1 4 0.0025 100 0.16

1 66 0.0025 100 2.64

2 3 0.005 200 0.12

3 2 0.0075 300 0.08

4 1 0.01 400 0.04

1 6 0.0025 100 0.24

3 1 0.0075 300 0.04

4 1 0.01 400 0.04

7 1 0.0175 700 0.04

10 1 0.025 1000 0.04

16 1 0.04 1600 0.04

2018 12 1 0.03 1200 0.04

11.24合計面積

年

2002

2004

2015

2016
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・海底摩擦係数を調整し、礁内波浪および流速の再現性を向上した。 

・再現性の向上を図った流動モデルにより面的拡散シミュレーションを実施し、次年度

実施予定の実証実験の適地を選定した。 

・固定式放流を想定した面的拡散シミュレーションを実施し、着床基盤の設置範囲につ

いて検討した。 

・シミュレーションを用いてサンゴ礁 10ha を回復させるための規模を決定するための

評価方法を検討し、定量的に求めた。 

 

 

 

・波浪・流動モデルの再現性は向上したものの、一部に観測値との差異がみられる。 

・面的拡散シミュレーションの再現性を検証する必要がある。 

・サンゴ産卵ファームの規模決定を定量的に評価するための手法の妥当性を検証する

必要がある。 
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A) 波浪・流動モデルの再現性をできる限り向上させる。 

B) 沖ノ鳥島海域における実証実験を通して、面的拡散シミュレーションの再現性

を検証し、精度向上を図る。 

C) 改良した沖ノ鳥島モデルにより、サンゴ産卵ファームの設置箇所や規模を決定

するためのシミュレーションを実施する。 

 

 

4 月～7 月：波浪・流動モデルの再現性を向上する。 

8 月～11 月：実証実験を踏まえ、面的拡散シミュレーションの再現性検証および精

度向上を図る。 

12 月～2 月：面的拡散シミュレーションを実施し、サンゴ産卵ファームの設置箇所

や規模を決定する。 


